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【議事次第】 

１. 開会 

２．議事 

（１）令和６年度下期検討スケジュールについて 

（２）WT・ベンダ分科会の検討概要 

（３）自治体検診 DX について 

（４）ご依頼事項 



（５）その他 

３. 閉会 

 

【配布資料】 

資料 1_令和６年度下期検討スケジュール 

資料 2_WT・ベンダ分科会の検討概要 

資料 3_自治体検診 DX について 

資料 4_ご依頼事項 

別途添付_健康システム標準仕様書【第 3.1 版】案 

別紙_ご意見記入シート 

 

 

○議事概要 

（議事（１）について） 

事務局から令和６年度下期検討スケジュールについて説明が行われた。 

 

意見、質問等なし 

 

（議事（２）について） 

事務局から WT・ベンダ分科会の検討概要について説明、検討が行われた。 

 

＜質疑応答＞ 

（ベンダ）予予システム連携情報として、生活保護情報等を管理する要件が残ったまま

となっている。管理項目の中には連携要件がないものもあるが、自治体職員が入力す

る運用を想定しているのか。その場合、自治体に丁寧な説明が必要ではないか。 

⇒（厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部予防接種課（以下、予防接種課））ご

意見として承知した。自治体への説明を検討する。 

 

（地方自治体）全国意見照会の発出時には、厚生労働省から各自治体へ発出されたこと

を周知していただきたい。 

⇒（予防接種課）対応する。 

 

（地方自治体）3.0 版の意見照会で予防接種課へ申し送りとなった予防接種事務デジタ

ル化に関する意見について、機能削減等にて一定数は対応されていると認識してい

るが、他の対応されていない意見も含めて検討状況や検討過程を全国意見照会前に

情報提供していただきたい。 

⇒（予防接種課）全国意見照会に向けて何かしら情報提供できるよう準備する。 

 

（地方自治体）予予システムの仕様は自治体やベンダに提供されているか。 

⇒（予防接種課）全国意見照会に向けて示せるよう準備を進めている。 



⇒（地方自治体）健康管理システムと予予システムの関連性等、全体像を把握した上

で意見照会に臨めるよう早めに情報提供していただきたい。また、限られた意見照

会期間で仕様書を読み込むことは難しいため、標準仕様書の機能・帳票要件上で予

予システムの機能がわかるようにしていただけないか。 

⇒（事務局）機能・帳票要件の「要件の考え方」に補足を記載する等で対応する。 

 

（地方自治体）自治体における予防接種事務を標準準拠システムから予予システムに

寄せていくならば、実装必須がオプションになる等機能が絞られていくと考えるが、

機能を絞った場合でも適合基準日は前回と同じになるのか。 

⇒（予防接種課）適合基準日について現時点で示すことはできないが、実装区分を整

理した上で適切な適合基準日を検討しており、12月に示せるように準備する。 

 

（ベンダ）公金受取口座情報を他システムに提供できることという機能要件が実装不

可で追加されているが、他システムにデータを渡せないようにするという解釈でよ

いか。 

⇒（事務局）認識のとおりである。デジタル庁から示されている横並び方針に準拠し

た形で記載している。 

 

（ベンダ）妊婦のための支援給付対応として、交付決定通知書の出力機能が実装必須と

して追加されている。10月 31 日にこども家庭庁より公開された説明資料および 3.1

版案の業務フローには記載がないと認識しているが、制度上必須という認識でよい

か。 

⇒（こども家庭庁成育局成育環境課（以下、成育環境課））省令において定める予定

で検討している。具体的な内容については検討中のため、詳細は今後示していく予

定である。 

⇒（事務局）標準仕様書の修正が必要であれば、逐次対応を行う。 

 

 

（ベンダ）相談支援について、回数によって管理項目が異なるのは何故か。 

⇒（成育環境課）１回目は妊娠届、２回目は妊娠後期、３回目は出生後を想定してお

り、各タイミングにあわせた管理項目を設定している。 

⇒（ベンダ）10 月 31 日の説明資料では面談回数に定めなしと記載されていたが、内

容が変わってくるのか。 

⇒（成育環境課）妊婦等包括相談支援事業として回数の定めはないが、現行の出産子

育て応援交付金の伴走型相談支援事業としては３回の面談を推奨していることか

ら、妊婦等包括相談支援事業としても３回を推奨することを考えている。 

⇒（ベンダ）項目名が異なるが同じ意味だと見受けられる項目が存在する。同じ意味

であれば項目名を揃えていただきたい。 

⇒（成育環境課）整理する。 

 



（ベンダ）妊婦のための支援給付は妊婦が対象となっている。妊婦が出産前に亡くなっ

た場合の規定がないように見受けられたが、どういう扱いになるのか今後でよいの

で示してほしい。 

 

（議事（３）について） 

厚生労働省健康・生活衛生局健康課（以下、健康課））から自治体検診 DXについてに

ついて説明が行われた。 

 

＜質疑応答＞ 

（地方自治体）令和８年度から全国的に運用する業務として自治体検診が記載されて

いるが、徐々に実施していくという認識でよいか。 

⇒（健康課）認識のとおり、令和８年４月１日から開始ということではない。令和８

年度以降進めていくものと想定している。 

 

（地方自治体）自治体検診の受診者は 60 代、70代が多く、マイナポータルを活用する

のは難しいと思う。国の審議会で説明を行っているとのことだが、そのような意見は

あがっていないのか。 

⇒（健康課）審議会であがった細かな意見までは把握できていないが、電子化全般の

取り組みをやっていくのが大前提であるという話となっている。デジタル庁によ

るマイナンバーカードの普及等を基盤として進めていくものと考えている。 

⇒（地方自治体）マイナンバーカードの普及は進んでいるが、高齢者がマイナポータ

ルを活用することは難しいことを踏まえて検討していただきたい。 

 

（議事（４）について） 

事務局から依頼事項について説明が行われた。 

 

＜質疑応答＞ 

（地方自治体）標準仕様書にコメントをつける形で確認を進めているが、当資料を記入

シートの補足資料として使用してもよいか。 

⇒（事務局）問題ない。 

 

（成育環境課）本日の説明資料で訂正がある。 

⇒（事務局）事務局より構成員に訂正版を後日案内する。 

 

（地方自治体）地域保健・健康増進報告の集計について、予予システムとの連携が始ま

ることで自治体による報告は不要となると考える。 

⇒（予防接種課）ご意見として承知した。検討する。 

 

（地方自治体）副本登録機能について、予予システムの運用が始まると、報告の主体が

医療機関等になるため、健康管理システムからの副本登録が不要になると考える。 



⇒（予防接種課）同様の認識であるが、各自治体の予予システム利用は五月雨になる

と想定されるため、状況を踏まえて必要な対応を検討したいと考えている。 

⇒（地方自治体）予予システムを利用開始後は、予予システムから副本登録できるよ

うに標準オプション機能として検討いただきたい。 

 

（地方自治体）現在は、健康管理システムで住基や資格の情報を統合して連携する想定

となっている認識だが、それぞれ個別に情報を渡して予予システム側で統合する仕

組みとどちら対応の負荷が高いのか。また、開発にあたって何がネックなのかベンダ

の意見を伺いたい。 

⇒（ベンダ）現行システムを標準仕様書に適合させる対応を行った上で、新しい制度

である予予システムに対応していくこととなるのが前提である。予予システムへ

の連携は新しい制度であるため、全体像が見えない部分があり判断が難しい部分

がある。 

また、予予システムとの資格等の連携については、現時点では連携要件にない項目

が存在するため、今後それらの項目が連携要件に入り、単純にそのまま横流しで予

予システムへ渡したら統合をしてもらえるのであれば、想定しているよりも短期

間で対応できる可能性があると考える。ただし、連携処理が増える影響は懸念して

いる。 

 

（議事（５）について） 

全体を通しての確認がされた。 

 

 

 

以 上 

 


